介護サービス事業者指定（許可）の
更新手続について
長崎県福祉保健部長寿社会課

介護サービス事業者の指定（許可）については、６年ごとに更新が必要となります。
更新を行わない場合は、指定（許可）有効期間の満了により指定（許可）の効力を失うこととなりますので、以下の内容にご留意のうえ、申請等の手続をお願いします。
１　更新申請の対象事業所
次の事業所を除き、長崎県知事が指定（許可）している介護サービス事業所の全てが更新申請の対象となります。
【更新手続が不要の事業所】
(1) 医療みなし事業所
ア　健康保険法に基づく指定を受けている保険医療機関が行う訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導及び通所リハビリテーション(それぞれ介護予防含む。)のみなし指定事業所
　※通所リハビリテーションについては、介護保険法の改正により、平成21年４月以降は有効期間満了日の翌日からみなし事業所となり更新手続きは不要となりました。
イ　健康保険法に基づく指定を受けている保険薬局が行う居宅療養管理指導（介護予防を含む。）のみなし指定事業所
(2) 施設みなし事業所
ア　介護老人保健施設が行う通所リハビリテーション及び短期入所療養介護（それぞれ介護予防を含む。）のみなし指定事業所
イ　介護療養型医療施設が行う短期入所療養介護(介護予防を含む。)のみなし指定事業所
ウ　介護医療院が行う通所リハビリテーション及び短期入所療養介護（それぞれ介護予防を含む。）のみなし指定事業所
２　指定（許可）の有効期間
指定（許可）日より６年を経過する日までとなります。
例えば、平成20年３月１日に指定（許可）を受けた事業所の有効期間は、平成26年２月28
日が有効期限満了日に、平成19年11月１日に指定（許可）を受けた事業所の有効期間は、平成25年10月31日が有効期限満了日になります。
※指定（許可）の効力を引き続き有効にするためには、有効期間満了日までに更新手続を行わなければなりません。

３　指定（許可）更新申請書方法　　　
指定（許可）の有効期間が満了する事業所は、指定（許可）更新申請書を作成のうえ、以下により指定（許可）更新の手続きを行ってください。
４　提出書類
提出書類は次のとおりです。
(１) 指定（許可）更新申請書
(２) 付表（指定（許可））に係る記載事項）   　※ サービス毎に様式が異なります。
(３) 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（参考様式１）
(４) 兼務職員一覧
(５) 資格等が必要な職種の資格証等の写し
(６) 誓約書（参考様式９－１）      　　 ※　サービス類型毎に様式が異なります。
(７) 事業所の平面図（参考様式３）
(８) 現在の指定（更新）書の写し
(９) 運営規程
(10) その他の必要な書類（以下の太字のサービス種）
※　原則として(１)～(９)の書類を提出していただきますが、内容審査の必要性から(10)の書類
の追加提出を求める場合があります。
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院の施設サービス及び短期入所生活介護、短期入所療養介護については、以下の書類を追加提出してください。
①建築基準法第１２条第１項の規定による建築物の定期調査報告書の結果についての写し　１部（直近のもの）

②建築基準法第１２条第３項の規定による建築設備等（エレベーター等）の定期調査報告書の結果についての写し　１部（直近のもの）

　　　※上記の報告がない場合は、建築物及び工作物の検査済証の写し１部（建築時および増改築時のもの）

　　　③消防用設備点検結果報告書の写し　１部（直近のもの、消防署の受付印のあるもの）
※　福祉用具貸与事業所は、消毒していない福祉用具の保管場所、消毒場所及び消毒済みの福祉用具の保管場所を区分していることがわかる写真並びに消毒のための器材の写真の提出をお願いします。
（ただし、福祉用具の保管または消毒を外部委託する場合は、写真の提出は不要です。）

なお、(１)～(４)､(６)～(７)の様式は、県長寿社会課ホームページに掲載しておりますので、ダウンロードして利用又は参考としてください。
【ホームページ掲載箇所】
長崎県→長寿社会課　→介護保険事業者の諸手続き→　指定（許可）の更新手続きについて
URL: http://www.pref.nagasaki.jp/section/choju/index.html
５　指定更新を合わせる旨の申し出（同時更新）について
　同一事業所で複数のサービスの指定を受けており、それぞれの指定の有効期限が異なっている場合に、それらの指定の有効期間を合わせて更新することが可能です。
その場合は、指定更新を合わせる旨の申し出書を添付してください。
６　更新申請書類提出期間
申請書類の提出期間は、指定（許可）の有効期間が満了する日の３月前から30日前までの間です。
例えば、平成30年４月30日に有効期間が満了する事業所は、３月前の平成30年２月１日から30日前の平成30年３月31日までの間に更新申請書を提出する必要があります。

なお、土曜日、日曜日及び休日は受付を行いません。
７　提出先及び提出方法
長崎県福祉保健部長寿社会課　施設・介護サービス班（〒850-8570  長崎市尾上町３番１号 
長崎県庁１階）へ持参又は郵送により提出（受付期間内必着）してください。
なお、持参の場合は、電話により予約のうえご来庁ください。
　　

８　更新申請手数料
申請時に手数料が必要です。長崎県手数料条例に定める額の長崎県収入証紙（収入印紙ではありません）を申請書に貼付けて納付してください。※地方公共団体については、必要ありません。
【指定（許可）更新手数料】

	居宅サービス
	介護予防サービス
	介護老人福祉施設 
	介護老人保健施設
	介護療養型医療施設
	介護医療院

	10,000円
	3,000円
	17,000円
	17,000円
	17,000円
	17,000円


※　詳しくは、「介護サービス事業者の指定（許可）、更新等の申請手数料について」、「証紙売りさばき人の指定（一覧）（昭和41年長崎県告示第752号）」をご覧ください。
９　休止中の事業所
休止中の事業所については、指定（許可）基準等を満たしていないため、指定（許可）更新を受けることはできません。
ただし、休止から再開し、指定（許可）基準等を満たした場合は、再開届と更新申請書を提出し、更新を受けることができます。
10　更新申請書類提出後の変更、休止、廃止
(1) 更新申請書類提出後に変更が生じた場合は、変更届出書を提出してください。
提出の際は、更新申請後の変更届出書である旨を届出書の余白に明記してください。
(2) 更新申請書類提出後に休止又は廃止する場合は、指定（許可）の更新を受けることが
できません。
休止届出書又は廃止届出書と「指定（許可）更新申請取下書」（様式は任意。宛名は長崎県知事、提出者は申請者）を提出してください。
11　審査、更新結果通知
(1)審査のための書類（４の(10)の書類）の追加提出を求め、現地確認調査等を行う場合があり    ます。
(2) 適法な更新申請書類を提出し審査上問題がない場合（(1)の審査等が不要の場合）は、原則　  　として45日以内に更新結果を通知します。
　
12　問い合わせ先
    〒850-8570  長崎市尾上町３番１号 長崎県庁１階
　　　　　　　　長崎県福祉保健部長寿社会課施設・介護サービス班　
                ＴＥＬ 095-895-2436（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）   ＦＡＸ 095-895-2576　
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